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＜議案第１１７号 堺市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例＞ 

堺市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第６号）新旧対照表（第１条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額（別表第１行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

６級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員で

その職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員

として当該各給料表につき規則で定めるもの（以下これらを「管理職

員」という。）にあっては１００分の１０７．５を乗じて得た額）

に、基準日以前６か月以内の期間における次の各号に掲げる在職期間

の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただ

し、基準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員のうち、当該退

職又は死亡の際第１２条第３項、第４項又は第６項に規定する休職の

期間中にあった者については、本文の規定により算出した額に当該各

項に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて

得た額（別表第１行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

６級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員で

その職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員

として当該各給料表につき規則で定めるもの（以下これらを「管理職

員」という。）にあっては１００分の９２．５を乗じて得た額）に、

基準日以前６か月以内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基

準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員のうち、当該退職又は

死亡の際第１２条第３項、第４項又は第６項に規定する休職の期間中

にあった者については、本文の規定により算出した額に当該各項に定

める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分

の１０７．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分

の９２．５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。 
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４～６ （略） ４～６ （略） 

（市長等の期末手当の額） （市長等の期末手当の額） 

第３４条の３ 市長等の期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」という。）現在（基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した者にあっては、退職し、又は死亡

した日現在）において市長等が受けるべき給料の月額及び地域手当の

月額の合計額にその１００分の２０を加算した額に、６月に支給する

場合においては１００分の２１２．５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２２７．５を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内

の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

第３４条の３ 市長等の期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」という。）現在（基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した者にあっては、退職し、又は死亡

した日現在）において市長等が受けるべき給料の月額及び地域手当の

月額の合計額にその１００分の２０を加算した額に、６月に支給する

場合においては１００分の２１２．５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２１７．５を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内

の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

２ （略） ２ （略） 
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堺市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第６号）新旧対照表（第２条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて

得た額（別表第１行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

６級以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員で

その職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員

として当該各給料表につき規則で定めるもの（以下これらを「管理職

員」という。）にあっては１００分の９２．５を乗じて得た額）に、

基準日以前６か月以内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基

準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員のうち、当該退職又は

死亡の際第１２条第３項、第４項又は第６項に規定する休職の期間中

にあった者については、本文の規定により算出した額に当該各項に定

める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２０を乗じて得た

額（別表第１行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級

以上であるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその

職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員とし

て当該各給料表につき規則で定めるもの（以下これらを「管理職員」

という。）にあっては１００分の１００を乗じて得た額）に、基準日

以前６か月以内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した職員のうち、当該退職又は死亡の

際第１２条第３項、第４項又は第６項に規定する休職の期間中にあっ

た者については、本文の規定により算出した額に当該各項に定める割

合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）  

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分

の９２．５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７．５」と、「１００分の１

００」とあるのは「１００分の５７．５」とする。 
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４～６ （略） ４～６ （略） 

（市長等の期末手当の額） （市長等の期末手当の額） 

第３４条の３ 市長等の期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」という。）現在（基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した者にあっては、退職し、又は死亡

した日現在）において市長等が受けるべき給料の月額及び地域手当の

月額の合計額にその１００分の２０を加算した額に、６月に支給する

場合においては１００分の２１２．５、１２月に支給する場合におい

ては１００分の２１７．５を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内

の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

第３４条の３ 市長等の期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以

下この条においてこれらの日を「基準日」という。）現在（基準日前

１か月以内に退職し、又は死亡した者にあっては、退職し、又は死亡

した日現在）において市長等が受けるべき給料の月額及び地域手当の

月額の合計額にその１００分の２０を加算した額に１００分の２１５

を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間における次の各号に

掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

行政職給料表 行政職給料表 

（単位 円） （単位 円） 

 職務

の級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

１ １４

２，９

１９

３，６

２３

２，８

２４

０，６

３０

７，２

３３

０，０

４２

８，７

４７

６，５

 職務

の級 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

１ １４

７，７

１９

３，６

２３

２，８

２４

０，６

３０

７，２

３３

０，０

４２

８，７

４７

６，５



- 5 - 

００ ００ ００ ００ ００ ００ ００ ００ 

２ １４

４，０

００ 

１９

５，４

００ 

２３

４，６

００ 

２４

２，５

００ 

３０

９，３

００ 

３３

２，７

００ 

４３

１，６

００ 

４７

９，６

００ 

３ １４

５，２

００ 

１９

７，２

００ 

２３

６，３

００ 

２４

４，５

００ 

３１

１，５

００ 

３３

５，５

００ 

４３

４，６

００ 

４８

２，６

００ 

４ １４

６，３

００ 

１９

９，０

００ 

２３

８，２

００ 

２４

６，５

００ 

３１

３，６

００ 

３３

８，２

００ 

４３

７，５

００ 

４８

５，６

００ 

５ １４

７，３

００ 

２０

０，５

００ 

２４

０，１

００ 

２４

８，４

００ 

３１

５，８

００ 

３４

１，０

００ 

４４

０，５

００ 

４８

８，７

００ 

６ １４

８，２

００ 

２０

２，３

００ 

２４

２，０

００ 

２５

０，４

００ 

３１

８，０

００ 

３４

３，６

００ 

４４

３，０

００ 

４９

１，７

００ 

７ １４

９，０

００ 

２０

４，１

００ 

２４

３，７

００ 

２５

２，４

００ 

３２

０，２

００ 

３４

６，３

００ 

４４

５，５

００ 

４９

４，８

００ 

８ １４

９，９

００ 

２０

５，９

００ 

２４

５，６

００ 

２５

４，４

００ 

３２

２，４

００ 

３４

９，０

００ 

４４

７，９

００ 

４９

７，９

００ 

９ １５ ２０ ２４ ２５ ３２ ３５ ４５ ５０

００ ００ ００ ００ ００ ００ ００ ００ 

２ １４

８，７

００ 

１９

５，４

００ 

２３

４，６

００ 

２４

２，５

００ 

３０

９，３

００ 

３３

２，７

００ 

４３

１，６

００ 

４７

９，６

００ 

３ １４

９，７

００ 

１９

７，２

００ 

２３

６，３

００ 

２４

４，５

００ 

３１

１，５

００ 

３３

５，５

００ 

４３

４，６

００ 

４８

２，６

００ 

４ １５

０，７

００ 

１９

９，０

００ 

２３

８，２

００ 

２４

６，５

００ 

３１

３，６

００ 

３３

８，２

００ 

４３

７，５

００ 

４８

５，６

００ 

５ １５

１，６

００ 

２０

０，５

００ 

２４

０，１

００ 

２４

８，４

００ 

３１

５，８

００ 

３４

１，０

００ 

４４

０，５

００ 

４８

８，７

００ 

６ １５

２，３

００ 

２０

２，３

００ 

２４

２，０

００ 

２５

０，４

００ 

３１

８，０

００ 

３４

３，６

００ 

４４

３，０

００ 

４９

１，７

００ 

７ １５

３，０

００ 

２０

４，１

００ 

２４

３，７

００ 

２５

２，４

００ 

３２

０，２

００ 

３４

６，３

００ 

４４

５，５

００ 

４９

４，８

００ 

８ １５

３，７

００ 

２０

５，９

００ 

２４

５，６

００ 

２５

４，４

００ 

３２

２，４

００ 

３４

９，０

００ 

４４

７，９

００ 

４９

７，９

００ 

９ １５ ２０ ２４ ２５ ３２ ３５ ４５ ５０
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０，７

００ 

７，７

００ 

７，５

００ 

６，３

００ 

４，４

００ 

１，６

００ 

０，４

００ 

０，９

００ 

１０ １５

１，６

００ 

２０

９，５

００ 

２４

９，２

００ 

２５

８，４

００ 

３２

６，６

００ 

３５

４，２

００ 

４５

２，９

００ 

５０

３，９

００ 

１１ １５

２，５

００ 

２１

１，４

００ 

２５

０，９

００ 

２６

０，５

００ 

３２

８，７

００ 

３５

６，７

００ 

４５

５，４

００ 

５０

６，９

００ 

１２ １５

３，４

００ 

２１

３，２

００ 

２５

２，６

００ 

２６

２，５

００ 

３３

０，９

００ 

３５

９，３

００ 

４５

７，８

００ 

５０

９，９

００ 

１３ １５

４，４

００ 

２１

４，９

００ 

２５

４，４

００ 

２６

４，６

００ 

３３

３，１

００ 

３６

１，９

００ 

４６

０，１

００ 

５１

２，７

００ 

１４ １５

５，９

００ 

２１

６，７

００ 

２５

６，０

００ 

２６

６，７

００ 

３３

５，１

００ 

３６

４，３

００ 

４６

２，５

００ 

５１

５，６

００ 

１５ １５

７，４

００ 

２１

８，６

００ 

２５

７，６

００ 

２６

８，７

００ 

３３

７，１

００ 

３６

６，８

００ 

４６

５，０

００ 

５１

８，６

００ 

１６ １５

９，０

００ 

２２

０，４

００ 

２５

９，３

００ 

２７

０，８

００ 

３３

９，０

００ 

３６

９，２

００ 

４６

７，５

００ 

５２

１，４

００ 

４，４

００ 

７，７

００ 

７，５

００ 

６，３

００ 

４，４

００ 

１，６

００ 

０，４

００ 

０，９

００ 

１０ １５

５，１

００ 

２０

９，５

００ 

２４

９，２

００ 

２５

８，４

００ 

３２

６，６

００ 

３５

４，２

００ 

４５

２，９

００ 

５０

３，９

００ 

１１ １５

５，８

００ 

２１

１，４

００ 

２５

０，９

００ 

２６

０，５

００ 

３２

８，７

００ 

３５

６，７

００ 

４５

５，４

００ 

５０

６，９

００ 

１２ １５

６，５

００ 

２１

３，２

００ 

２５

２，６

００ 

２６

２，５

００ 

３３

０，９

００ 

３５

９，３

００ 

４５

７，８

００ 

５０

９，９

００ 

１３ １５

７，２

００ 

２１

４，９

００ 

２５

４，４

００ 

２６

４，６

００ 

３３

３，１

００ 

３６

１，９

００ 

４６

０，１

００ 

５１

２，７

００ 

１４ １５

７，９

００ 

２１

６，７

００ 

２５

６，０

００ 

２６

６，７

００ 

３３

５，１

００ 

３６

４，３

００ 

４６

２，５

００ 

５１

５，６

００ 

１５ １５

８，６

００ 

２１

８，６

００ 

２５

７，６

００ 

２６

８，７

００ 

３３

７，１

００ 

３６

６，８

００ 

４６

５，０

００ 

５１

８，６

００ 

１６ １５

９，４

００ 

２２

０，４

００ 

２５

９，３

００ 

２７

０，８

００ 

３３

９，０

００ 

３６

９，２

００ 

４６

７，５

００ 

５２

１，４

００ 
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（略） 
 

（略） 
 

備考 （略） 備考 （略） 
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堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条例第８号）新旧対照表（第３条関係） 

現行 改正後（案） 

（特定任期付職員の給与に関する特例） （特定任期付職員の給与に関する特例） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２１条の３第１項（学校職員給

与条例第１９条において読み替えて準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、第２１条の４並びに第２３条第２項及び第５項の

規定の適用については、給与条例第２１条の３第１項中「前条第１項

に規定する職にある者」とあるのは「前条第１項に規定する職にある

者及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条

例第８号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」

と、給与条例第２１条の４中「第２１条の２の規定の適用を受ける職

員」とあるのは「第２１条の２の規定の適用を受ける職員及び堺市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任

期を定めて採用された職員」と、給与条例第２３条第２項中「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」と、同条第５

項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上で

あるもの」とあるのは「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が３級以上であるもの、堺市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２１条の３第１項（学校職員給

与条例第１９条において読み替えて準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、第２１条の４並びに第２３条第２項及び第５項の

規定の適用については、給与条例第２１条の３第１項中「前条第１項

に規定する職にある者」とあるのは「前条第１項に規定する職にある

者及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条

例第８号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」

と、給与条例第２１条の４中「第２１条の２の規定の適用を受ける職

員」とあるのは「第２１条の２の規定の適用を受ける職員及び堺市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任

期を定めて採用された職員」と、給与条例第２３条第２項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の１５７．５」と、同条第５

項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上で

あるもの」とあるのは「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が３級以上であるもの、堺市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす
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る。 る。 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する学校職員給与条例の適用については、学校

職員給与条例第１１条中「第１６条の４から第１７条まで」とあるの

は「第１７条（第４項を除く。）」と、「住居手当及び通勤手当」と

あるのは「通勤手当」と、「これらの規定」とあるのは「同条第２

項、第３項第１号、第５項及び第６項」と、「職員給与条例第１７条

第３項」とあるのは「同条第３項」と、学校職員給与条例第１７条第

２項中「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占める職

員」とあるのは「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占

める職員及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第

１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、学校職員給与条

例第２２条第２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分

の１６７．５」と、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が３級以上であるもの」とあるのは「行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの、堺市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を

定めて採用された職員」とする。 

２ 特定任期付職員に対する学校職員給与条例の適用については、学校

職員給与条例第１１条中「第１６条の４から第１７条まで」とあるの

は「第１７条（第４項を除く。）」と、「住居手当及び通勤手当」と

あるのは「通勤手当」と、「これらの規定」とあるのは「同条第２

項、第３項第１号、第５項及び第６項」と、「職員給与条例第１７条

第３項」とあるのは「同条第３項」と、学校職員給与条例第１７条第

２項中「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占める職

員」とあるのは「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占

める職員及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第

１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、学校職員給与条

例第２２条第２項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分

の１５７．５」と、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が３級以上であるもの」とあるのは「行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの、堺市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を

定めて採用された職員」とする。 
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堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条例第８号）新旧対照表（第４条関係） 

現行 改正後（案） 

（特定任期付職員の給与に関する特例） （特定任期付職員の給与に関する特例） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２１条の３第１項（学校職員給

与条例第１９条において読み替えて準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、第２１条の４並びに第２３条第２項及び第５項の

規定の適用については、給与条例第２１条の３第１項中「前条第１項

に規定する職にある者」とあるのは「前条第１項に規定する職にある

者及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条

例第８号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」

と、給与条例第２１条の４中「第２１条の２の規定の適用を受ける職

員」とあるのは「第２１条の２の規定の適用を受ける職員及び堺市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任

期を定めて採用された職員」と、給与条例第２３条第２項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の１５７．５」と、同条第５

項中「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上で

あるもの」とあるのは「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が３級以上であるもの、堺市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とす

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２１条の３第１項（学校職員給

与条例第１９条において読み替えて準用する場合を含む。以下この項

において同じ。）、第２１条の４並びに第２３条第２項及び第５項の

規定の適用については、給与条例第２１条の３第１項中「前条第１項

に規定する職にある者」とあるのは「前条第１項に規定する職にある

者及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年条

例第８号）第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」

と、給与条例第２１条の４中「第２１条の２の規定の適用を受ける職

員」とあるのは「第２１条の２の規定の適用を受ける職員及び堺市一

般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任

期を定めて採用された職員」と、給与条例第２３条第２項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の１６２．５」と、同条第５項中

「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上である

もの」とあるのは「行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が３級以上であるもの、堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条

例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」とする。 
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る。 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する学校職員給与条例の適用については、学校

職員給与条例第１１条中「第１６条の４から第１７条まで」とあるの

は「第１７条（第４項を除く。）」と、「住居手当及び通勤手当」と

あるのは「通勤手当」と、「これらの規定」とあるのは「同条第２

項、第３項第１号、第５項及び第６項」と、「職員給与条例第１７条

第３項」とあるのは「同条第３項」と、学校職員給与条例第１７条第

２項中「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占める職

員」とあるのは「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占

める職員及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第

１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、学校職員給与条

例第２２条第２項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１００分

の１５７．５」と、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員

でその職務の級が３級以上であるもの」とあるのは「行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの、堺市一般職

の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を

定めて採用された職員」とする。 

２ 特定任期付職員に対する学校職員給与条例の適用については、学校

職員給与条例第１１条中「第１６条の４から第１７条まで」とあるの

は「第１７条（第４項を除く。）」と、「住居手当及び通勤手当」と

あるのは「通勤手当」と、「これらの規定」とあるのは「同条第２

項、第３項第１号、第５項及び第６項」と、「職員給与条例第１７条

第３項」とあるのは「同条第３項」と、学校職員給与条例第１７条第

２項中「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占める職

員」とあるのは「第２１条第１項の教育委員会規則で指定する職を占

める職員及び堺市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第

１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、学校職員給与条

例第２２条第２項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分の１

６２．５」と、同条第５項中「行政職給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の級が３級以上であるもの」とあるのは「行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの、堺市一般職の任

期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員」とする。 
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堺市立学校職員の給与及び旅費に関する条例（平成２８年条例第４９号）新旧対照表（第５条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級であ

るもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複

雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として教育委

員会規則で定めるもの（以下これらを「管理職員」という。）につい

ては、１００分の１０７．５を乗じて得た額）に、基準日以前６か月

以内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基準日前退職職員等

のうち、その退職又は死亡の際に第８条第２項においてその例による

こととされる職員給与条例第１２条第３項、第４項又は第６項に規定

する休職の期間中にあった者については、本文の規定により算出した

額に当該各項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて

得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級であ

るもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複

雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として教育委

員会規則で定めるもの（以下これらを「管理職員」という。）につい

ては、１００分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６か月以

内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基準日前退職職員等の

うち、その退職又は死亡の際に第８条第２項においてその例によるこ

ととされる職員給与条例第１２条第３項、第４項又は第６項に規定す

る休職の期間中にあった者については、本文の規定により算出した額

に当該各項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分

の１０７．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分

の９２．５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。 
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４～７ （略） ４～７ （略） 
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堺市立学校職員の給与及び旅費に関する条例（平成２８年条例第４９号）新旧対照表（第６条関係） 

現行 改正後（案） 

（期末手当） （期末手当） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１１２．５を乗じて

得た額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級であ

るもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複

雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として教育委

員会規則で定めるもの（以下これらを「管理職員」という。）につい

ては、１００分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６か月以

内の期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、基準日前退職職員等の

うち、その退職又は死亡の際に第８条第２項においてその例によるこ

ととされる職員給与条例第１２条第３項、第４項又は第６項に規定す

る休職の期間中にあった者については、本文の規定により算出した額

に当該各項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２０を乗じて得た

額（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が６級であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複雑、

困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として教育委員会

規則で定めるもの（以下これらを「管理職員」という。）について

は、１００分の１００を乗じて得た額）に、基準日以前６か月以内の

期間における次の各号に掲げる在職期間の区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。ただし、基準日前退職職員等のう

ち、その退職又は死亡の際に第８条第２項においてその例によること

とされる職員給与条例第１２条第３項、第４項又は第６項に規定する

休職の期間中にあった者については、本文の規定により算出した額に

当該各項に規定する支給割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）  

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１１２．５」とあるのは「１００分の６２．５」と、「１００分

の９２．５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００

分の１２０」とあるのは「１００分の６７．５」と、「１００分の１

００」とあるのは「１００分の５７．５」とする。 
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４～７ （略） ４～７ （略） 
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